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Ⅲ 行政コスト計算書 
 
１ 行政コスト計算書の意義 

 
行政コスト計算書は、民間企業でいう損益計算書にあたり、市が一年間に提供

した行政サービスに要したコストと税金や手数料などの収入を明らかにした計算

書のことです。市の場合に「損益計算書」と呼ばない理由は、民間企業と異なり、

利益を目的としていないため、利益計算を主目的とする損益計算書という名称は

なじまないと考えられるからです。 
行政コスト計算書を作成することにより、市が市民に対して提供する各種の行

政サービスにどのようなコストがどれだけかかっているかを明らかにすることが

できます。また行政サービスの対価として市民から収入がある場合は、収入もサ

ービスごとに示されることになります。このことから一年間の発生費用の全体が

明らかにされ、市にとってはその行政運営の意思決定に役立つ情報が得られると

ともに、市民にとっては行政活動の内容とそのコストを知ることができます。 
平成１５年度の行政コスト計算書は、次のページのとおりです。 
これにより平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日までにかかった行政

コストは、人件費や物件費などの現実に現金の支出を伴うものと退職給与引当金

繰入等や減価償却費などの現実には現金の支出を伴わない非現金支出をあわせて

約１２５億円となりました。また、収入についてはいずれも現実に現金の収入を

伴うもので合計約１２６億円となりました。 
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２ 行政コスト計算書の見方 
 
行政コスト計算書に計上されるコストの範囲は、平成１５年度において市民に

提供した行政サービスに要した費用のうち、資産の形成につながった支出を除い

た現金支出に減価償却費、不納欠損額、退職給与引当金繰入等の非現金支出を加

えたものとなっています。非現金支出が加わっているのは、発生主義の観点から

費用を計上しているためです。 
コストの項目は列を行政目的、行を経費の性質としたマトリックス構造となっ

ており、行政目的別にどのようなコストが発生し、どのような財源で賄われてい

るかを示しています。 
 
 行政コストの部 
 
 １ 人にかかるコスト 
    行政サービスの担い手である職員に要した経費です。 
 （１）人件費 

市長等特別職及び一般職の給与や手当等、議員、審査会及び審議会等委員の

報酬といった人件費からバランスシートに計上された退職手当組合負担金を控

除した額を計上しています。 
 
 （２）退職給与引当金繰入等 

退職給与引当金繰入等は、平成１５年度中に発生した退職給与にかかる支払

義務の増減額、つまり、平成１４年度と平成１５年度バランスシートの退職給

与引当金の増減分が計上されます。 
ただし、日高市の場合、退職手当組合に加入していることから、バランスシ

ートに計上される退職手当組合積立金が按分によって算出されるため、平成１

５年度より下表のとおり整理した上で理論上の積立金残高と当該按分によって

算出した積立金との増減額も合算して計上しています。 
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 ２ 物にかかるコスト 
物件費や維持補修費などの地方公共団体が最終消費者になっている経費です。 

 （１）物件費 
消耗品費、燃料費等の需用費や旅費、備品購入費、賃金、委託料など地方公

共団体が支出する消費的性質の経費を計上しています。 
 
 （２）維持補修費 

道路や建物といった公共施設等の維持補修にかかる経費を計上しています。 
 
 （３）減価償却費 

発生主義の観点から、取得した資産などが時の経過によりその価値が減少し

ていくことを経費として認識し計上しています。 
バランスシート上の有形固定資産にかかる一年分の減価償却額を計上してい

ます。 
 
 ３ 移転支出的なコスト 
    他の主体に移転して効果が出てくるものの経費です。 
 （１）扶助費 

生活保護法、老人福祉法、児童福祉法等の法律に基づいて社会保障制度の一

環として対象者に支給される経費を計上しています。 
 
 （２）補助費 

一部事務組合、下水道事業や各種団体などに対する負担金、補助金等を計上

しています。 
 
 （３）繰出金 

一般会計から国民健康保険特別会計、老人保健特別会計、介護保険特別会計

等に対し、法定負担費用などの支出額を計上しています。 
 
 （４）普通建設事業費（他団体への補助金等） 

民間団体等が行う公共性の高い施設の建設・改良事業で福祉施設の整備、合

併処理浄化槽の設置や地域で行う公会堂の整備など、あるいは上下水道会計等

が行う工事に対する負担金など、普通会計の所有ではない資産が形成される場

合に支出する補助金・負担金を経費として計上しています。 
 
 ４ その他のコスト 

これまで計上したもの以外の経費です。 
 （１）災害復旧費 

災害によって損害を受けた施設を現状復旧するための経費です。 
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 （２）失業対策事業費 
主に失業対策として就労の促進を図るために行った道路整備等の事業費を計

上しています。 
 
 （３）公債費（利子分のみ） 

地方債及び一時借入金にかかる支払利息を計上しています。元金については

バランスシートに計上されます。 
 
 （４）債務負担行為繰入 

土地開発公社や第三セクター等に対して行っている債務保証や損失補償のう

ち、市の債務が確定して支払義務が生じた場合、その確定した額を計上します。 
 
 （５）不納欠損額等 

未収金となっている税金や使用料等のうち、時効等により不納欠損処理を行

った金額及び税額の更正等によって生じた未収金の減額を経費として計上して

います。 
 
 収入項目の部 
 
 １ 使用料・手数料等 

分担金及び負担金、使用料、手数料、財産収入、寄附金、繰入金（基金からの

繰入金を除く）、諸収入（貸付金元金収入を除く）の現年調定額を計上していま

す。 
現年調定額を計上することについては、発生主義の観点から当該年度に発生し

たすべての債権を収入項目としているためです。 
 
 ２ 国庫（県）支出金 

国・県からの補助金、負担金のうちバランスシートに計上される資産形成にか

かるものを除いた現年調定額を計上しています。 
 
 ３ 一般財源 

市税、地方譲与税、利子割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、

特別地方消費税交付金、自動車取得税交付金、地方特例交付金、地方交付税、交

通安全対策特別交付金の現年調定額を計上しています。 
 
 ４ 正味資産国庫（県）支出金償却額 

バランスシートに計上されている国庫（県）支出金は、資産形成の財源として

正味資産に計上されていますので、有形固定資産の減価償却に伴いその財源とな

る国・県支出金も減価償却されます。 
したがって資産の減価償却に併せて償却された国・県支出金はバランスシート
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において正味資産の減、いわゆる資本の減となりますので、その分を行政コスト

計算書に計上しています。 
 
 ５ 期首一般財源等 

前年度バランスシートの正味資産の部に計上されている一般財源等の額になり

ます。（平成１５年度バランスシートにおいて、退職手当組合積立金の積算方法

の見直しや債務負担行為による物件の取得を有形固定資産に計上したことなどに

より平成１４年度バランスシートの一般財源等の額と一致していません。） 
 
 ６ 期末一般財源等 

当該年度バランスシートの正味資産の部に計上されている一般財源等の額にな

ります。 
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Ⅳ 行政コスト計算書を活用した財務分析 
 
１ 行政目的別コスト 

 
行政活動すべてにかかるコストは、全体で約１２５億円となり、その内訳は

「人にかかるコスト」が約３０億円（２４．２％）で、「物にかかるコスト」が

約４４億円（３４．９％）、「移転支出的なコスト」が約４７億円（３７．４

％）、「その他のコスト」が約４億円（３．５％）となっています。 
これを行政目的別に割合を見ることで市の行政コストがどこに費やされたかが

明確となります。 
次の表に示すとおり、高齢者や障がい者及び児童福祉等にかかる民生費のコス

トが約３４億２千万円（２７．４％）と最も高くなっています。次に高いのが有

形固定資産の減価償却費によりコストが増加した土木費で約２１億６千万円（１

７．２％）、そして学校、公民館、文化体育館などの管理運営にかかる物件費や

有形固定資産の減価償却費が高くなっている教育費が約２０億円（１６．０％）

となっています。 
民生費は、バランスシートでの有形固定資産の割合では土木費や教育費と比べ

ると低いものとなっていますが、社会保障にかかる給付サービス等によりコスト

の割合が高く、今後も少子高齢化により高くなることが予想されます。 
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２ 一般財源比率 
 
次に、どのような財源でそれぞれの行政コストが賄われているかを見てみます。

行政目的別コストでは、最も高かった民生費については国（県）支出金が多く充

てられ、市税などの一般財源はコスト全体の６０．９％となっており、農林水産

業費や教育費はそのほとんどが一般財源で賄われていることがわかります。 
しかし、依存財源は国や県の制度改正や方針変更に影響される不安定な財源と

もいえることから市税等の自主財源の安定確保が重要な課題となってきます。 
なお、行政コスト計算書における収入項目には、有形固定資産等の整備に充て

られた使用料・手数料等及び一般財源も含まれて計上されています。これは、最

終的にバランスシートの一般財源等の金額と行政コスト計算書の期末一般財源等

の金額が一致するためで、有形固定資産等の整備等に充てられた一般財源等を含

んだ収入から行政コストを差し引いた額に、有形固定資産等の整備に充てられた

国庫（県）支出金の減価償却分を加えることにより、単年度における有形固定資

産等の整備等に充てられた一般財源等が算出され、当該金額を期首一般財源等に

加えることでバランスシートの一般財源等の金額と行政コスト計算書の期末一般

財源等の金額が一致する仕組みであるからです。 
したがって、一般財源比率を算出するにあたっては、有形固定資産の整備に充

てられた使用料・手数料等を差し引いた金額を行政コストに充てられた特定財源

としています。 
 

 
 
 
 
 
 
３ 現金支出に占める義務的な経費の割合 
 

次に「現金による支出」に対する義務的な経費の割合については、下表のとお

りとなります。 
現金による支出の合計は約１０５億４千万円、そのうち人件費、扶助費、公債

費（利子分のみ）の義務的な経費の合計は、約４８億６千万円となり割合で４６．

１％となります。この割合が高くなれば、それだけ新しい事業に使えるお金が少

なくなることとなります。市では職員の削減や地方債の繰上償還などにより人件

費及び公債費利子の抑制に努めていますが、少子高齢化に伴う扶助費の増加によ

り義務的経費は増加傾向にあるといえます。 

※特定財源について 
決算統計上、一般財源として経理されるものについても、行政コスト計算書作

成に際し行政目的ごとに特定財源として割振ってあるものもあります。 
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４ 行政コストの経年比較 
 
次に行政コストを経年で比較してみます。平成１５年度は、平成１２年度と比

較すると全体で約７億円増加しています。 
これを目的別に見ると民生費、衛生費、教育費が顕著な伸びを示しており、性

質別で見た場合は、物件費、減価償却費、扶助費、繰出金が顕著な伸びを示して

います。 
各費目の主な増額理由について見てみると、民生費と扶助費については、少子

化対策による児童手当等の拡充や障がい者支援費制度の開始、生活保護人員の増

などによるものです。衛生費と物件費については、ごみ処理量の増加による資源

化ごみ処理委託料の増加などによるものです。教育費については、文化体育館の

維持管理費用や各小中学校、公民館等へのコンピュータの設置費用などの増によ

るものです。減価償却費については、新たに文化体育館が建設されたことなどに

よる増です。繰出金については、国民健康保険特別会計、老人保健特別会計、介

護保険特別会計などの特別会計への繰出金の増によるものです。 
また目的別では公債費、消防費が顕著な減額を示しており、性質別では人件費、

退職給与引当金繰入等、補助費等、普通建設事業費（他団体への補助金等）が顕

著な減少を示しています。 
各費目の主な減額要因を見てみると、公債費については、繰上償還による利子

の節減効果などによるものです。消防費については、埼玉西部広域事務組合への

負担金の減額によるものです。人件費については、議員定数、職員数の減、職員

給与費の減などによるものです。退職給与引当金繰入等については、退職者の増

加などによるものです。補助費等については、埼玉西部広域事務組合への負担金

や下水道事業会計への補助金の減額によるものです。普通建設事業費（他団体へ

の補助金等）については、組合施行による明婦地区や寺脇地区区画整理に対する



 

 29 

補助金の減によるものです。 
扶助費の増加傾向は少子高齢化対策として今後も増加していくことが予想され

ます。扶助費は法令の規定に従って支出するものがほとんどであるため、法令等

の改正に依らなければ抑制は難しいものと考えます。また物件費の増加が著しく、

物件費を構成する大きなものでは、資源化ごみ処理委託料、各公共施設へのコン

ピュータの配備、各種事務に要した電算処理経費、公共施設の維持管理委託経費

などです。これらの経費については、業務内容や契約方法を見直し、再度精査し

ていくことにより、これまで以上の節減を図っていくことが必要です。 
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５ 市民１人当たりの行政コスト 
 
バランスシートと同様に行政コスト計算書を市民１人当たりの金額に換算して

算出することで規模の異なる他の市町村との比較に役立つと考えられます。 
平成１５年度１年間の市民１人当たりの行政コストは、約２３万２千円となり

ました。 
また、目的別・性質別の市民１人当たりの行政コストを経年比較すると、次の

とおりとなります。 


